
は　じ　め　に

　東京都福祉サービス第三者評価は、サービスの質の向上に向けた事業者の自主的取り組みを促進す

るとともに、利用者のサービス選択のための情報を提供することを目的とし、全国に先駆けて、

2003（平成15）年度から実施しています。

　制度開始以来、評価対象福祉サービスの拡大、法改正などに合わせた評価項目の見直しを随時行う

一方、様々な機会を活用して、事業者に対し受審の働きかけを行うとともに、都民に向け制度の普及

啓発を実施しています。

　評価制度の質の向上のためには、評価の実務を担う評価者の福祉サービスについての制度的な理解

はもちろんのこと、評価手法及び評価項目への理解が不可欠です。このため、東京都福祉サービス評

価推進機構では、評価者に向けた様々な研修を提供してきました。一方で、評価機関及び評価者の多

くは、さらなる自己研鑽が必要であるとの認識を持っていることが分かりました。

　そこで、この度、東京都福祉サービス評価推進機構を運営する公益財団法人東京都福祉保健財団で

は、評価機関及び評価者の支援のため、東京都第三者評価の対象61サービス（2019（令和元）年度）

について、法的根拠、サービスの概要・特性、評価を実施するに当たっての留意点や手法などを解説

するハンドブックを作成しました。

　評価者の自己学習や評価の事前準備の一助としていただければ幸いです。

自己学習の第一歩に！

◦�本書は、評価対象福祉サービスへの理解の第一歩として、基礎的な事項を掲載しています。本書を

きっかけに、更なる理解を深めていただけるよう、可能な限り巻末に参考文献一覧を掲載していま

すので、ぜひそちらも読んでみてください。

評価手法の確認に！

◦コンパクトなハンドブックですので評価現場に携帯し、評価手法の確認にお役立てください。

◦福祉サービスごとに、間違えやすい評価手法の留意点を簡単にまとめています。

　なお、詳細については、必ず評価を実施する年度の「東京都福祉サービス第三者評価ガイドブッ

ク」（以下「ガイドブック」という。）などでご確認ください。

　本書に掲載しているデータは2019（平成31）年３月時点のものです。
　法令や補助の内容等は変更になる可能性がありますので、最新情報は厚生労働省ホームページ
や東京都ホームページなどで各自ご確認ください。

2 東京都福祉サービス第三者評価　評価者ハンドブック



本書の見方（サービス解説）
【左ページ】� 【右ページ】

【左ページ】
ア　分野、系、サービス名………… ガイドブック2019に従っています。
� ※系：利用者調査方式を示すものです。

イ　概要……………………………… �サービスの概要について簡単に記載しています。（P144「参考文献一覧」
参照）

ウ　配置基準………………………… �サービス提供事業所に配置されている職員について、簡単に記載してい
ます。（詳細は、「根拠及び関連法」記載の配置基準より確認してくださ
い。）

エ　特色……………………………… �当該サービスの最近の動向、特色または第三者評価における留意点を記
載しています。（P144「参考文献一覧」参照）

オ　根拠及び関連法………………… �サービスが規定されている法令と事業所の配置基準など関連がある法
令、基準名などを掲載しています。

【右ページ】
カ　評価の留意点
　　�評価手法の詳細については、必ず評価する年度のガイドブックで確認するようにしてください。
キ　東京都第三者評価受審に関する補助
　�　詳細については、当該年度の東京都福祉保健局ホームページ（参考ホームページ参照）もしくは掲載し
てある「問い合わせ先」に必ず確認してください。
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高齢分野 訪問系

１　訪問介護
�概　要

介護福祉士や、ホームヘルパーなどが家庭を訪問して、入浴・排せつ・食事等の介護や、調理・洗

濯・掃除などの家事、生活などに関する相談・助言などの必要な日常生活上の援助を行います。

①設置主体

制限なし（全ての主体が可能）

②主な財源

介護報酬等

③配置基準

管理者、サービス提供責任者、訪問介護員

④特色

訪問介護については、請求事業所数・利用者数ともに増加しています。

身体介護と生活援助の内容を規定している通知（平成12年老計第10号厚生省老人福祉計画課長通知

「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」）について、身体介護として行われる「自立

生活支援のための見守り的援助」が明確化されました。

�対象者
要介護１以上の認定を受けた方

�根拠及び関連法
介護保険法第８条第２項

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準　等
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�データ等

2017
（平成29）年度

2016
（平成28）年度

2015
（平成27）年度

東 京 都 事 業 者 数 2,969 2,959 2,926
第 三 者 評 価 受 審 率 1.1% 1.0% 1.5%

�評価の留意点
【利用者調査】

対 象 者：�利用者本人

調査方式：アンケート方式

【利用者調査とサービス項目を中心とした評価】

可

【２人以上の評価者による評価】

可

【東京都第三者評価受審に関する要件】

なし

【東京都第三者評価受審に関する補助】

補助内容：区市町村が事業者へ受審経費を補助（東京都は区市町村に補助）

補助金額：区市町村の定めによる。

備　　考：対象となるサービスや補助の要件は区市町村が定める。

問い合わせ先：事業所所在地の区市町村

参考ホームページ：�東京都福祉保健局⇒福祉保健の基盤づくり⇒福祉サービス第三者評価�

⇒事業者の皆さんへ（東京都の受審支援策等）

高

　

齢

１
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